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研究成果の概要（和文）： 
 大規模イノベーションの成果を国際的に普及させる過程で、先進国企業がどのように国
際競争力を獲得しているのかを研究した。車載エレクトロニクス産業と移動体通信産業に
ついて、詳細なヒアリングを元にしたケーススタディを行い、コンソーシアムを基盤にし
たオープン標準化活動の成否が、国際競争力形成に大きく影響することが明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The purpose of this study is to explore the global strategy for competitive advantage 
in the industries of complex technology. The study conduct in-depth case studies of two 
industries: automotive electronics and mobile telecom. From the case studies, we 
identify open activities for consensus standards, such as standard-setting consortium 
and forums, as the key strategic tool for building global business ecosystem and 
increase the firm’s competitive advantage in the global market. 
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１．研究開始当初の背景 
 グローバル化の進展に伴い、日本の製造業
の国際競争力をどのように構築するのかが
研究者・実務家の重大な関心事となってきた。
なかでも、単独１社で完結しないような複雑

で大規模なイノベーションの成果を海外に
移転するのは困難であるが、日本発のイノベ
ーションで誕生した産業構造を海外に移転
する際には必須のプロセスであると考えら
れている。このテーマは「グローバルなビジ
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ネス・エコシステムの形成」とも呼ばれたり
しており、先進国産業と新興国産業の間でど
のような役割分担（国際分業）を行うのか、
というような視点からも、国内・海外の研究
者が増加してきている。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究では、先進国企業が行った大規模な
技術的イノベーションを世界市場（とくに新
興国市場）に広げる際に、「どのようにグロ
ーバルな産業構造（ビジネス・エコシステム）
を形成するのか」、「その過程でどのように国
際競争力を形成するのか」、ということを明
らかにすることを目的としている。 
 
 
３．研究の方法 
 先進国企業が大規模イノベーションを起
こした産業を複数取り上げ、詳細なケースス
タディを行い、複数ケーススタディ間で比較
研究を行うことによって、「先進国企業のグ
ローバル・ビジネス・エコシステム形成過程
での国際競争力構築」メカニズムを明らかに
する。取り上げた産業としては、車載エレク
トロニクス産業と移動体通信産業を取り上
げた。 
 自動車産業のケースでは、2000 年前後より
車載エレクトロニクス（とくに組込みシステ
ム・組込みソフトウェア）開発の工数が増加
し、車両開発プロジェクトにおける複雑性爆
発が起こっている。そのため、自動車メーカ
ー、部品サプライヤー、半導体企業、開発ツ
ール企業などがコンソーシアムを作り、オー
プンな標準化活動を行っている。これにとも
ない、車載エレクトロニクス分野では新たな
グローバル・ビジネス・エコシステムが形成
されつつある。特に自動車産業に国際競争力
を持つ欧州と日本の動向が注目されている。
欧州では AUTOSARコンソーシアムを中心とし
た標準化活動が行われており、日本では
JASPAR コンソーシアムを中心とした標準化
活動が行われている。さらに、このような先
進国主導のビジネス・エコシステム形成の中
に、新たなプレイヤーとして、巨大な市場を
もつ中国自動車産業や、オフショア開発拠点
として存在感を増しつつあるインド自動車
産業が参加している。 
 移動体通信産業のケースでは、1990 年代以
降のデジタル携帯電話におけるグローバル
なビジネス・エコシステムの形成を取り上げ
た。1970−1980 年代のアナログ携帯電話の世
代では、各地域に独自標準が存在し、グロー
バル市場を形成しなかった。それに対して、
1990 年代以降のデジタル携帯電話の世代で
は、地域標準が拡大してグローバル標準にな
る例が頻発した。欧州発の移動体通信方式で

ある GSM 方式は、当初は欧州域内で利用され
ることを想定していたが、規格発行後、すぐ
に他地域へと波及していった。とくに中国が
GSM 方式の採用を決定したことによって、GSM
がグローバル標準になることが決定づけら
れた。 
 これら２つの産業において、グローバルな
エコシステムの形成プロセスで、「どのよう
な産業進化が行われているのか（とくに先進
国企業と新興国企業の国際分業形態の変
化）」、「どのような企業が競争力をもったの
か」、そして、「その企業は、どうやって国際
競争力をもったのか」に焦点をあてて詳細な
ケース研究を行った。 
 ２つの産業とも、先進国企業としては日
本・欧州企業、新興国企業としては中国企業
とインド企業を取り上げた。各ケーススタデ
ィとも、30 インタビュー以上のヒアリング調
査を実行し、統計資料と照会することによっ
て、多視角的に事実を明らかにした。 
 先進国企業と新興国企業では、世界市場で
置かれている役割が異なり、ヒアリングに主
観バイアスが強く影響する。残念ながら、既
存研究では、必ずしもこのような主観バイア
ス助教のための方策が十分にとられていな
い。そのため、本研究では、ヒアリング対象
の企業の国籍が特定の国になることを避け、
積極的に先進国企業と新興国企業の双方の
立場を取り込むことに注力した。また、その
ような主観情報について、統計資料を中心と
した二次資料によって裏付けをとっていっ
た。このような研究方法により、バイアスを
除去しつつも、詳細なケーススタディが可能
となった。 
 
 
４．研究成果 
 一連の研究の中で、まず、なぜ 1990 年代
以降、頻繁に大規模イノベーションが行われ
るようになったかというイノベーション・シ
ステムの歴史的な研究の成果を紹介する。 
 単独 1社で完結しないような大規模イノベ
ーションの場合、複数企業の企業利害調整メ
カニズムが必要になる。欧米では 1980 年代
の独禁法運用の緩和（新方針）によって、企
業共同が増加することとなり、現在のオープ
ン・イノベーションの源泉となったことが明
らかになった（論文②⑨）。 
 このような企業共同は、企業が自由にコン
ソーシアムやフォーラムを形成し、オープン
標準を頻繁に策定することにつながった。こ
のような標準形成をコンセンサス標準と呼
ぶ。当初は競争戦略とは無関係であると考え
られていたコンセンサス標準は、実は、極め
て戦略的活用が可能なツールであることが
事例分析から明らかになった（論文⑩）。 
 自動車産業では 2000 年以降、エレクトロ



ニクス化が進展し、組み込みソフトウェアや
エレクトロニクス・プラットフォームの複雑
性が爆発的に増加した。複雑性の増加に対応
するため、先進国の車載エレクトロニクス産
業では、コンソーシアムを組み、オープン標
準を形成した。この標準は先進国だけでなく、
新興国にも伝播するため、車載エレクトロニ
クス産業における新たな国際競争力の要因
となっている（論文④;図書①）。 
 同様の事例は、移動体通信産業（携帯電話
産業）でも観察された。同産業では 1990 年
代にデジタル携帯電話のオープン標準が、先
進国企業を中心に形成された。この標準は、
日米欧で異なる標準規格として採用された
が、中国が欧州標準（GSM 規格）を採用する
ことによって、欧州通信産業の国際競争力拡
大に多いに貢献することとなった。また、中
国産業も、欧州発のオープン標準（GSM 標準）
を採用することで、国内の通信産業の急速な
成長を可能とした。オープン標準を仲介とし
た、先進国産業と新興国産業の国際協業が国
際競争力の鍵であることが、事例分析から明
らかになった（論文⑤;発表①）。 
 これらの２つの産業の詳細な比較研究か
ら、グローバルなビジネス・エコシステム形
成と、そこで先進国企業が競争力を持つため
には、戦略的なオープン標準の形成が有効で
あることが明らかになった。とくに、新しい
標準化方式であるコンセンサス標準（コンソ
ーシアムを使った標準）は、1990 年代以降、
強力な戦略ツールとなっている。同時に、こ
のようなオープンな企業共同を元にしたビ
ジネス・エコシステムの形成を念頭にすると、
従来型のイノベーション・システムや競争力
構築とは異なる組織能力や戦略立案能力が
必要であることが明らかになった（論文③）。 
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